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論説

中国業種別鉱工業集計データセットの構築に関する
一試論

徐 涛

は じ め に

業種別鉱工業集計データが中国の鉱工業生

産性の計測と分析によく利用されている

［李・朱2005；陳・唐 2006；李・周 2006；

張ほか2009］。

ところが，多くの業種別研究は，国家統計

局が公表した各年次の鉱工業業種別集計デー

タを処理せず，時系列データとして利用して

いる。この業種別鉱工業データセットにおい

て，統計上多くの問題が存在している。たと

えば，統計概念の不一致，集計範囲の断層，

集計データの信憑性などが指摘されている

［Holz and Lin 2001a；2001b；徐2009］。

したがって，如何に信憑性の高い統計資料を

活用し，統計データとして利用可能なデータ

セットを構築するかは，再考しなくてはなら

ない。

先駆的に中国業種別鉱工業データセットを

構築した研究として，李ほか（1993）は，

1981－1987年の鉱工業各業種の総産出，中

間投入，資本投入，ならびに労働投入を計測

した 。

また，近年においても，多くの研究がなさ

れている。黄ほか（2002）は，1978－1995

年の国有製造業の固定資本投資を推計した。

Szirmai et al.（2001）ならびに Szirmaiほ

か（2002）は，1980－1999年の製造業の総

産出，付加価値，ならびに労働投入のデータ

セットを構築した。また，その継続作業とし

て Szirmai et al.（2005）はデータセットを

2002年に延ばした。

しかし，先行研究において，既述の統計上

の問題が必ずしも十分に考慮されておらず，

推計方法についても検討すべき部分がある。

また，近年の研究において，総産出，中間投

入，資本投入，ならびに労働投入を含めた共

通なデータセットは，管見の限り，まだ構築

されていない。

本稿は，鉱工業統計上の問題点に留意しな

がら，鉱工業業種別集計データの所在を確認

したうえで，先行研究の問題点を示しつつ，

1980年代半ばから近年までの鉱工業業種別

集計データセットを構築する。

ところで，長期間データセットの構築には，

それなりにデータが公表され，整備されてい

ることを必要とする。現状では，中国経済の

研究分析用に適した厳格なデータセットの構

築は不可能に近い。本稿はなるべく標準的な

手法をもちいるが，データの制約によって，

近似的に推計することもやむをえない。その

意味において，本稿は中国業種別鉱工業集計

データセットの構築に関する一試論にすぎな

い。

続く第 節では，鉱工業業種概念，統計範

囲，ならびに統計指標の変化をまとめ，第

節では，データソースを示して，業種別鉱工
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もっとも，鉱工業だけではなく，その他の国民経

済部門も計測されている。



業集計データセット構築の限界を確認する。

第 節では，1980年代後半から2006年まで

の業種別データセットを構築する。最後に本

稿をまとめた上で，取り残されている課題を

示す。

Ⅰ データセット構築の留意点

経済移行にともなって，統計制度が大きく

変化した［Holz2004］。鉱工業統計において

も，統計範囲，業種基準，統計指標など大き

く変化してきた［徐2009］。したがって，業

種別に集計データセットを構築するならば，

それに関わる統計概念の変化に留意しなくて

はならない。

⑴統計範囲

業種別分析において，比較的に詳細な集計

財務データが公表されている鉱工業企業集計

財務データがよく利用されている。本稿もこ

の公表データセットを中心に鉱工業データ

セットを構築する。

ところが，鉱工業の集計範囲は，属地基準

から規模基準に変化した。具体的には，公表

データの集計範囲は，1997年までは郷以上

独 立 採 算 制 鉱 工 業 企 業（independent
 

accounting industrial enterprises at town-

ship level and above）であったが，1998年

より全部国有および規模以上非国有鉱工業企

業（all state-owned and non-state-owned
 

above designated size industrial enter-

prises）になった。つまり，すべての国有企

業は集計範囲に含まれるようになった一方，

集団所有制企業は大幅に調査対象から除外さ

れたのである 。

公表統計資料からは，このような統計範囲

の変化を業種別に計測することができない。

したがって，本稿は，1998年前後のデータ

を接続せず，1985－1997年ならびに1998－

2006年の２つのデータセットを別々に構築

する。

⑵業種

今まで「国家標準」としての業種分類は

1984年，1994年，それに2002年，合わせて

３度定められた 。業種分類基準の変更に

よって，多くの２桁業種において連続性が保

たれていない。厳格に業種基準を統一するた

めの必要条件として４桁業種の統計データが

揃わなくてはならない。しかし，1985年お

よび1995年鉱工業センサスならびに2004年

経済センサスを除いて，一般に鉱工業企業集

計財務データは２桁業種レベルまでしか公表

されていない 。

1985－1997年と1998－2006年において，

それぞれ1984年業種基準・1994年業種基準，

ならびに1994年業種基準・2002年業種基準

を統一する必要がある。我々は基本的にこの

３つの業種基準を，２つデータセットが共有

した1994年業種基準に統一する。

⑶統計指標

統計指標が変化したため，非連続性が生じ

ている。

まず，1995年鉱工業企業センサスに合わ

せて，鉱工業総生産額の概念が修正された。

1995年鉱工業企業センサスの結果によれば，
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所有制の比較分析の場合，このような企業統計制

度改革がもたらした調査対象企業の変化のほか，

国有企業概念の変化にも注意を払う必要がある。

それ以前，鉱工業部門分類基準が実施されていた

が，粗い２桁部門の統計資料しか公表されなかっ

た。我々は1984年以降の各分類を「業種分類」

ないし「業種別統計」，それ以前の分類を「部門

分類」ないし「部門別統計」と区別して呼ぶ。

第 節での述べるように，『工業統計年報』にお

いて，４桁業種の集計データが発表されている。

我々も可能な限り，利用したいが，内部資料のた

め，一部の年次のものしか利用できない。
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現在価格ベースでは新旧規定間の相違が大き

い。他方で，1990年価格ではその違いが大

幅に縮小することも確認されている［徐

2009］。

また，1992年から，付加価値概念も純生

産額から増加額へと修正された。1992年の

鉱工業企業データをもって比較した結果，一

部の業種において両者の違いがかなり大きい。

両者の統一にはデータの修正が必要である。

さらに，鉱工業業種別の労働統計について

は，1990年代半ばから一時帰休者が急増し

たが，労働統計から一時帰休者を除外し始め

たのは1998年以降のことである。それに，

1998年からの全部国有および規模以上非国

有鉱工業企業系列のデータセットにおいて，

従来公表されていた「職工」統計は，より広

い概念の従業人員統計に変わった 。そして，

1990年代半ばにおいて，労働時間の短縮も

実施された。したがって，鉱工業の労働統計

も連続していない。

このように，鉱工業統計の諸概念は大きく

変化した。統計上大きな断層は２つある。１

つは1998年断層である。この断層において，

統計範囲が変化し，「職工」統計から従業人

員統計へ切り替えられ，一時帰休者が除外さ

れた 。

もう１つの断層は1993年前後の統計指標

の変化である。1992年からの鉱工業統計

データにおいて，付加価値が純生産額から増

加額へ修正された。また，1995年鉱工業セ

ンサス実施の結果，1994年からの鉱工業業

種別データにおいて，総生産額の概念が修正

された。そして，1990年代半ばより，一時

帰休者が急増したが，労働統計からは除外さ

れなかった。

Ⅱ データソース

鉱工業業種別統計の公表資料も限られてい

る。データの不足は鉱工業業種別データセッ

ト構築の最大な難点である。そのため，デー

タの所在を眺めながら，データベースの構築

に挑むことが必要である。

鉱工業業種別統計は主に次の統計資料から

入手できる。

⑴各年次の『中国統計年鑑』。『中国統計年

鑑』において，1986年から鉱工業２桁業種

の資本，労働者数，生産高，付加価値など鉱

工業企業財務データが公表されている。

⑵『中国工業経済統計資料』と『中国工業

経済統計年鑑』。『中国工業経済統計資料』は

1949－1984年版，1986年版，1987年版３冊

出版されている。業種別鉱工業統計が1986

年版と1987年版において公表されているが，

1985年のデータについては何れも未確定の

速報値であることに留意が必要である。

『中国工業経済統計年鑑』は1988－1995年

の各年次版，1998年版，2001－2004年まで

の各年次版，2006年版，ならびに2007年版

が発行されている。『中国統計年鑑』より記

述されている財務指標の項目が多く，1990－

1993年版において，財務指標の公表は1980

年のデータまで遡った利点がある。

⑶各回鉱工業センサスに関する統計資料 。

年鑑類統計資料と異なり，鉱工業センサス統

計資料（『中華人民共和国1985年工業普査資

料』シリーズ，『中華人民共和国1995年第三

次全国工業普査資料 編』シリーズ，ならび

中国業種別鉱工業集計データセットの構築に関する一試論(徐)

鉱工業業種別の「職工」データも引き続き公表さ

れているが，都市部のデータであるため，利用で

きない。

さらにいえば，国有企業のデータが国有支配企業

へ切り替えられた。1994年７月から会社法の実

施が始まり，純国有企業の会社化が促進された結

果，国有企業と国有支配企業のギャップが広がっ

た［徐2009］。

なお，2005年鉱工業センサスは2004年経済セン

サスと合同して実施され，経済センサス統計資料

の一部として公表された。
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に『中国経済普査年鑑2004』シリーズ）か

らより細かな４桁業種の統計データが入手で

きる。これらのデータは業種基準間の調整に

活用できる。ただし，センサスと定期刊行統

計資料の間におけるデータ相違の存在に留意

されたい。前者は確定値であり，後者は速報

値のようである。

⑷統計資料集『中国工業交通能源50年統

計資料 編1949－1999』。鉱工業に関してい

えば，この統計資料集は1985－1992年，そ

して1993－1999年に分けて鉱工業企業の財

務データを示している。しかし，殆どの統計

項目のデータが『中国工業経済統計年鑑』と

一致しているにも拘らず，一部の項目におい

て相違が存在している。また，データの出典

が示されておらず，統計概念ならびに集計範

囲の変化の有無などが集計表ごとに明示され

ていない。したがって，この統計資料集をメ

インな統計資料として利用せず，『中国工業

経済統計年鑑』の補足として利用することに

した。

⑸上記⑴から⑷までの統計資料は公表され

ているものである。これに対して，『工業統

計年報』は内部資料であり，一般に入手でき

ない。我々は1987年版，1990年版，1991年

版ならびに1993年版を入手したが，現段階

で我々はほかの年次のものが利用できない。

しかし，後述のように，業種の調整や固定資

本の推計にとって，『工業統計年報』は重要

な情報源になっている。その意味においても，

本稿は暫定的な試論である。

Ⅲ 業種別データセットの構築

本節は主に鉱工業企業の公表財務データを

もちいて，データセット1985－1997年，な

らびにデータセット1998－2006年をそれぞ

れ構築する。

⑴業種基準の統一

(1-1)1985－1997年

この期間において，1985－1992年では

1984年業種基準，1993－1997年では1994年

業種基準が利用されている。

1984年業種基準と1994年業種基準の関係

を表１にまとめた。基本的に1994年業種基

準に業種を統一するが，1994年業種基準の

食品加工業と食品製造業を，それに1984年

業種基準の食品製造業と飼料製造業をそれぞ

れ結合して食品に，1994年業種基準の一般

機械製造業と専用機械製造業を結合して機械

に統合した（表１）。このように設定した

我々の業種基準を業種基準１と呼ぼう。

具体的には，まず，1985年鉱工業センサ

ス資料，1987年版，1990年版と1991年版の

『工業統計年報』を利用して，1985年から

1992年までの鉱工業データを業種基準１に

変換した場合の比率を計算した。次に，この

業種変換比率を利用して，1986年の業種変

換比率には，1985年ならびに1987年のそれ

の平均値を適用した。さらに，1988年，

1989年，ならびに1992年のデータには，

1987年，1990年ならびに1991年の業種変換

比率を利用して，内挿法ないし外挿法をもち

いて線形補間して各年次のそれを算出した。

そして，計算した業種変換比率をもちいて，

1985－1992年の1984年業種基準データを業

種基準１に変換した。

ところが，1985年鉱工業センサス資料に

おいて，飼料添加剤製造業，アイスクリーム

製造業，鏡製造業，メガネ製造業，ならびに

傘製造業については，1980年価格総生産額，

生産用固定資産，固定資産減価償却など，い

くつかの財務指標が公表されていない。我々

は，1985年におけるこれらの業種の上位業

種，そして1987年のデータをもちいて，推

計作業をした。具体的には，①各業種とその

上位業種の間における総生産額のデフレー

ターの比率が，1985年と1987年において変
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わらない，②各業種の生産用固定資産の割合

は，1985年と1987年において変わらない，

③各業種における減価償却額と固定資産取得

価値・固定資産純額差額の比率は，1985年

と1987年において変わらない，と仮定して，

1980年価格総生産額，生産用固定資産，固

（出所)「国民経済業種分類およびコード」国家標準［GB/T4754-84］ならびに「国民経済業種分類およびコード」
国家標準［GB/T4754-94］より作成。

（注１)1994年業種基準に照り合わせる形で1984年業種基準を２桁業種で示している。
（注２)調整された３桁ないし４桁の1984年基準の業種のコードは次のとおりである。2130：飼料添加剤製造

業；1934：アイスクリーム製造業；4552：鏡製造業；4553：メガネ製造業；5215：傘製造業；5481：自転車
製造業；547：文化・オフィス用機械製造業；5483：時計製造業；5484：カメラ製造業；3510：コークス；
3530：石炭製品業。

表１ 1984年基準と1994年基準の鉱工業２桁業種対照表
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定資産減価償却を求めた。

(1-2)1998－2006年

この期間において利用されている1994年

業種基準と2002年業種基準の関係を表２に

まとめた。それぞれの業種基準について，２

桁業種よりも詳しく業種別データを公表して

いるのは，1995年鉱工業センサスと2004年

経済センサスの資料である。我々は主に

2004年経済センサス資料を利用して，2002

年業種基準から1994年業種基準への変換を

行った 。

基本的に1994年業種基準に変換されるが，

データ欠如のため，若干の業種において，調

整を行った。具体的には，2002年業種基準

の４桁業種2039と2530は，本来，その一部

分だけがそれぞれ1994年業種基準の２桁業

種26と33に対応している。しかし，詳細な

データがえられないため，全体的に対応して

いると仮定したうえで，業種を調整した。ま

た，1994年業種基準の3782，ならびに2002

年業種基準の3755に関する調整は，行わな

い。さらに，2004年経済センサス資料にお

いて，増加額が示されていない。そのため，

増加額の業種変換比率は，現在価格総生産額

のそれと等しいと仮定した。表２で示したこ

のように調整された業種基準を，業種基準２

と呼ぼう。業種基準２と既に統一した業種基

準１は殆ど対応できるであろう。

⑵総生産額と総産出

生産性分析の際，総産出に近い概念として

総生産額をもちいることが可能である。しか

し，両者の間，幾つかの相違が存在する。た

とえば，來料加工の場合，総産出には発注者

の持ち込み原材料が含まれない。また，半製

品・仕掛品は生産期間の長短に関わらず，特

に金額が小さい場合を除けば，期末と期首の

価額の差額が総産出に算入される［

1997：117-118］。

しかし，1995年鉱工業センサス以降，総

生産額に新しい概念が適用され，來料加工な

らびに半製品・仕掛品についての扱いが変

わった。この新基準総生産額は，概念上，総

産出に近い。

総生産額における新しい基準において，増

値税の扱い方の変化も反映されている。1994

年１月１日から，税制改革によって，新しい

増値税制度が実施された。従来，８％から

45％までの12の増値税率を17％と13％（優

遇税率）に統一した。増値税制度の実施範囲

も拡大された。

この増値税制度の変化にともなって，総生

産額の計算にも変化が生じた。つまり，1995

年鉱工業センサスから，総生産額の計算に新

しい基準が適用された。旧基準の場合，現在

価格ベースと固定価格ベースの総生産額はと

もに増値税込みで算出される。これに対して，

新基準の場合，増値税の大きな変化が製品価

格に与える影響を取り除くために，現在価格

ベースの総生産額において，増値税が除外さ

れている。しかし，固定価格ベースにおいて

は，1990年価格が適用される。この1990年

価格には，（従来の）増値税が含まれている。

総じて，1995年次以降の統計データにお

いて，総生産額概念と増値税の扱い方の両面

で変化が生じた 。したがって，我々は，

1995年鉱工業センサスに公表された固定価

格ベースの総生産額データをもちいて，各業

種の総生産額の新旧基準換算比率を算出し，

1994年以前の固定価格ベースの総生産額を

表２の通り，一部の業種は，1995年鉱工業セン

サスのデータを利用して，変換比率を加味した。

1995年鉱工業センサスデータをもちいて検証し

た結果，新旧基準の総生産額の相違は，固定価格

ベースでは相当小さい一方，現在価格ベースでは

不整合がかなり大きい。総生産額概念の変更より

も増値税の扱い方の変化のほうは，総生産額に対

する影響が大きい［徐2009］。
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（出所)「国民経済業種分類およびコード」国家標準［GB/T4754-94］ならびに「国民経済業種分類」国家標準
［GB/T4754-2002］より作成。

（注１)基本的に1994年業種基準に照らし合わせる形で，1994年業種基準と2002年業種基準を２桁業種で照合し
ている。塗りつぶしは非鉱工業業種を示す。

（注２)(＊)は標記の業種の一部だけが目的２桁業種に移動されていることを示す。
（注３)調整された2002年基準の業種のコードは次のとおりである。1494：食品および飼料添加剤製造；1755：

ひも，ロープの製造；2039(＊)：コルク製品およびその他木製品製造（コルク)；2312：本・冊子印刷；
2530：核燃料加工；2770：衛生材料および医薬用品製造；3524：金属切断および溶接設備製造；3560：電気
乾燥炉，るつぼ，電気炉製造；3577：秤製造；3663：武器弾薬製造；3712：工場・鉱山鉄道専用車両製造；
3753：娯楽船およびスポーツ用船の建造と修理；3752：非金属船舶製造；3755(＊)：船舶修理および船舶解
体（船舶解体)；3961：ガス，太陽エネルギーそのた類似エネルギー器具製造；3969：その他非電力家用器
具製造；4155：計算器および貨幣専用設備製造；4142：メガネ製造；4620：汚水処理およびその再生利用。

（注４)調整された1994年基準の業種のコードは次のとおりである。171：繊維原料一次加工業；1890：その他繊
維製品製造業；2859：その他漁具製造業；3420：鋳鉄管製造業；3765：海洋石油プラットフォーム製造業；
3782(＊)：自動車修理業；3783：バイク修理業；4183：コンピューター修理業；4280：計器・メーターおよ
び文化・オフィス用機械修理業。

表２ 鉱工業1994年業種基準と2002年業種基準対照表
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新基準に換算し，総産出としてもちいる。

具体的には，まず，1995年鉱工業センサ

スにおける1990年価格の総生産額の新旧基

準換算比率αを求める。

α＝
1995年の新基準1990年価格総生産額

1995年の旧基準1990年価格総生産額

⑴

次に，αを1985－1994年の1990年価格総

生産額計算に適用する。

新基準1990年価格総生産額

＝旧基準1990年価格総生産額×α ⑵

ところが，1985－1990年の固定価格総生

産額においては，1980年価格ベースのもの

しか得られない。したがって，それを1990

年価格の総生産額に換算する必要がある。

1990年価格・1980年価格総生産額比率

＝
1990年の1990年価格総生産額

1990年の1980年価格総生産額
⑶

この比率を1990年までの各年次に適用し，

1980年価格の総生産額を1990年価格のそれ

に換算した。

最後に，1995年以降の年次については，

新基準の1990年価格総生産額を総産出とし

てもちいる。1998年の1990年価格総生産額

は公表されていないが，我々は1999年の総

生産額デフレーターと鉱工業製品出荷価格指

数をもちいて，計算した。また，2004年以

降の1990年価格総生産額も公表されていな

いが，2003年の総生産額デフレーターと鉱

工業製品出荷価格指数をもちいて，計算した

（表３) 。

⑶中間投入

中間投入は総産出と付加価値の差額として

算出される。

(3-1)総産出

現在価格の総産出と付加価値の算出が必要

である。1995年以降の年次について，国家

統計局国民経済核算司（2007：16；2008：

18）は，総産出を総生産額と未払い増値税の

合計と定めている。未払い増値税とは原材料

などの仕入れや輸出にともなって支払った増

値税を調整した後に，納付すべき増値税の純

額である［第三次全国工業普査弁公室編

1995：54；国家統計局工業交通統計司編

1999：59］。

現在価格総産出

＝新基準現在価格総生産額＋未払い増値税

⑷

1994年以前の年次については，式⑸をも

ちいて，旧基準の現在価格総生産額を総産出

に計算しなおした。ここでは，現在価格ベー

スの総産出・旧基準総生産額比率が1990年

価格の新・旧基準総生産額比率と等しいと仮

定している。

現在価格総産出

＝旧基準現在価格総生産額×α ⑸

(3-2)付加価値

付加価値については，純生産額を増加額に

統一する必要がある。

増加額＝純生産額＋減価償却

－サービス部門への支出 ⑹

1992年以降，増加額が公表されているが，

鉱工業製品出荷価格指数は鉱工業総生産額デフ

レーターとは一致しない。前者は一部の企業に対 する調査で計算されているためである。
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1991年までは，純生産額と減価償却だけが

公表されている 。1992年だけは，純生産額

と増加額両方のデータが公表されているが，

減価償却が得られない 。要するに，増加額，

純生産額，ならびに減価償却がともに公表さ

れた年は存在しない。このように，我々の鉱

工業集計資料からは，サービス部門（「非物

質生産部門」）への支出が推計できない。

サービス部門への支出の推計に際して，投

入産出表が利用できる。この投入産出表の利

用が，中間投入デフレーター作成の際にも欠

かせない。

まず，投入産出表を実質化し，各年次の投

入産出構造を推計する必要がある。

ベンチマークは1990年である。実質化の

際，農業，林業，牧畜業，ならびに漁業は農

林牧漁業の現在価格総生産額と固定価格総生

産額指数，建築業ならびに第三次産業は産業

別名目 GDPと実質 GDP指数を利用して，

総産出デフレーターを計算した。

鉱工業業種について，現在価格総生産額と

1990年価格総生産額をもちいて，総生産額

デフレーターを算出し，それを利用すること

ができる。ところで，投入産出表における投

入産出は増値税込みのものである。しかし，

前述のように，新基準現在価格総生産額にお

いて，増値税が含まれていない。その場合，

新基準現在価格総生産額を増値税込みベース

に換算したうえで，総産出デフレーターを計

算した 。

上記の方法をもちいて，各業種の総産出デ

フレーターを計算した。さらに中間投入デフ

レーターを計算するためには，この総産出デ

フレーターのほか，各業種の投入係数が必要

になる。

1987年では117部門表，1992年では118

部門表，1997年では124部門表，そして

2002年では122部門表を，我々の業種基準

に可能な限り業種調整し，上記の方法で求め

た総産出デフレーターをもちいて実質化した。

そして，上記の各年次の実質化した投入産出

表を利用して，投入係数を計算し，線形補間

の手法で各年次の投入係数を算出した 。

最後に，投入係数と総産出デフレーターを

もちいて，中間投入デフレーターを算出した。

上記の作業において，既にサービス部門の

投入係数が算出された。それに，推計した

1990年価格新基準総生産額とサービス部門

の総産出デフレーター をもちいて，各業種

のサービス部門への支出を計算した。最後に，

式⑹をもちいて，1985－1991年の純生産額

を増加額に換算した。

ところで，2004年の増加額が公表されて

いない。高（2006）では，450の４桁業種の

労働生産性（名目増加額/年平均従業人員数）

が公表されている。我々は，殆どの２桁業種

について高（2006）をもちいて2004年の増

加額を推計した。推計が困難な業種について

は，まず，大型鉱工業企業の総生産額と増加

額をもちいて，2003年と2005年の全部国有

および規模以上非国有企業の付加価値率と大

型鉱工業企業の付加価値率の比率をそれぞれ

算出した。次に，その平均値を2004年のそ

れとみなし，それに2004年の大型鉱工業企

のデフレーターをもちいた。2003年以降の木材

採運は，林業のデフレーターをもちいた。

1985年と1986年については，補間ではなく，そ

のまま1987年の中間投入商品構造を採用し，

2003年以降は2002年のそれを用いた。

便宜のため，第３次産業デフレーターを利用した。

1992年の公表データにおいて，1985年業種基準

が適用されている。また，４桁業種のデータが得

られない。したがって，我々は，推計した1992

年の純生産額の業種基準変換比率を利用して，増

加額の業種基準変換を行った。

1991年以前においても，統計資料に増加額が公

表された場合がある。『工業統計年報』1987年版

をもちいて確認した結果，この増加額は単に純生

産額と減価償却額の合計である。

なお，データが得られないため，1996－1997年

と1999－2002年のその他製造業は，製造業全体
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業の付加価値率を利用して，2004年の増加

額を推計した。

(3-3)中間投入

推計した現在価格ベースの総生産額ならび

に増加額をもちいて，次の式に基づいて現在

価格ベースの中間投入を算出した 。

中間投入＝総産出－付加価値 ⑺

この現在価格の中間投入に対して，投入産

出表をもちいて推計した中間投入デフレー

ターを利用すれば，1990年価格中間投入が

算出される（表４）。

⑷労働者数・労働時間

労働統計についても，第 節で述べたよう

に，統計データを調整する必要がある。

1990年代半ばから急増した一時帰休（「下

崗」ないし「不在崗」）した労働者が，1998

年になってはじめて労働統計から除外された。

これによって，1993年－1997年まで，とり

わけ1996年ならびに1997年において，一時

帰休者が「職工」統計に含まれたため，この

時期では労働者数の過大評価が生じている。

そこで，1998年に新しい労働統計概念―

一時帰休者を除いた職工―「在職職工」

（「在崗職工」）の概念が採用された。

その一方，1998年以降，郷以上独立採算

制鉱工業企業から全部国有および規模以上非

国有鉱工業企業に変わったデータセットにお

いて，公表データが「職工」から従業人員へ

切り替えられた 。従業人員は「職工」より

概念が広いが，重要なのは，「在職職工」が

「職工」に取って代わったにつれて，従業人

員からも一時帰休者が除外されたことである。

総じて，我々のデータセットに関して言え

ば，1998年から従業人員が「職工」に取っ

て代わったことは，集計範囲の拡大と一時帰

休者の除外を同時に意味する。1998年をま

たがった時系列データセットを構築するなら

ば，労働統計の不連続性をなるべく解消しな

くてはならない 。しかし，我々は1998年

をはさんで２つ単独のデータセットを構築す

るので，「職工」と従業人員間の調整は行わ

ない。

また，一時帰休者を企業によってリストラ

された失業者とみなせば，1990年代半ばか

ら1997年までの「職工」データは，労働者

数を過大評価したことになる。しかし，一時

帰休者の生活費用，職業訓練費用などは企業

が負担していたことを考慮すれば，一時帰休

者を企業が抱えている過剰雇用と扱うことも

できる。我々は，労働者の調整に欠かせない

一時帰休者のデータについて，利用できる資

料がないため，この時期の労働者についても

調整しない。

ところで，1990年代半ばから労働時間が

大幅に短縮された。すなわち，1994年３月

１日から，６日・48時間から5.5日・44時

間に短縮され，さらには1995年５月１日か

ら週５日・40時間に再度短縮された［Jef-

ferson et al.2000；謝ほか2001］。このよう

な労働時間の規定ならびに各年次の法定休日

をもちいて労働者・労働時間を修正した。た

我々はなるべく総産出と中間投入を同じ基準で調

整することを図っているが，データの制約で不完

全なものにならざるをえなかった。

従業人員は新たに設けた労働統計用語ではない。

これは，我々のデータセット以外の鉱工業統計に

従来利用されてきた。

たとえば，1995－1996，1996－1997，1998－1999，

1999－2000の労働者増加率を内挿補間して，

1997－1998年の労働者増加率を求め，その上で

1997年の従業人員数を推計する。そして，この

1997年の推計従業人員数と1997年の「職工」数

の比率を利用して，同率で1996年までの各年次

の「職工」数を調整することが考えられる。

Szirmai et al.（2005）は，同様な手法で1998年

前後の「職工」と「在職職工」を統一した。
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だし，業種間に労働時間の差が存在している

か否かについて，十分な情報がないため，そ

の調整を諦めざるをえない（表５）。

⑸資本ストック

(5-1)投資を通じて増加した固定資本

投資は必ずしも年内の固定資本の増加に直

結しないので，投資によって増加した固定資

本を推計しなくてはならない。Holz（2006）

は，固定資本投資，固定資産，スクラップ・

バリュー，累積減価償却，ならびに減価償却

の関係を，企業会計の概念に基づいて整理し，

Jefferson et al.（1992；1996）など先行研究

における資本推計の問題点を指摘した。これ

らの概念の関係を次の２つの式に表すことが

できる。

＝ － ＋ ＋ ⑻

＝ ＋ － ＋ ⑼

：固定資産取得価値；

：スクラップ・バリュー（scrap val-

ue：廃棄された固定資産の価値）；

：投資活動を通じて新たに増加した固定資

産価値（名目値）；

：固定資産評価増（revaluation：資産

再評価による固定資産増額）。

：累積減価償却；

：減価償却；

：固定資産評価増に起因する累積減価

償却増額調整。

は公表されているが， は固定資産

取得価値と固定資産純額の差額で求めること

ができる。

＝ － ⑽

：固定資産純額。

については，1992年，ならびに1994－

2000年のデータが得られない。我々は，

1992年の減価償却率に1991年のそれを利用

し，1994－2000年のそれには，1993年と

2001年のデータを線形内挿法によって推計

してもちいた 。そして，次の式 をもちい

て，減価償却 を求めた。

＝ × ＋ /2

したがって，式⑻を利用して を求めた

場合，一番大きな問題は，公表されていない

と の推計である。

資産再評価は1992年に小範囲において試

行され，翌年の1993年に試行範囲が拡大さ

れ，1994年にさらに１万社の大中型国有企

業を中心に試行範囲が拡大され，1995年か

らすべての国有企業において実施された 。

また，農村と都市の集団所有制企業もそれぞ

れ1995年と1996年において，資産再評価が

試行され，その後，本格的に実施された。固

定資産再評価は資産再評価の重要な内容であ

る。

したがって，大規模に固定資産再評価が実

施されたのは1990年代半ばである。我々は

試行が拡大された1993年から1997年にかけ

ての固定資産再評価について，推計した 。

固定資産再評価が実施されていない年次に

1993年より新しい会計制度が実施され，鉱工業

企業においても減価償却制度が大幅に改正された

［国家統計局工業交通統計司編1994：182-183］。

「清産核資第一期試点工作方案」（国務院1992年

３月発布）によれば，1992年のパイロット企業

は，鞍山鋼鉄公司，中国華北電力 合公司，南京

化工廠，中国東方電気集団公司，それに襄 市・

佛山市の一部の企業，ならびに水利部，衛生部，

国家教育委員会，国家海関総署の一部の副業単位，

陝西省の一部の省直属行政事業単位，遼寧省蓋県

の行政事業単位である。

1998年以降のデータセットは1997年までのそれ

とは集計範囲が異なる。したがって，1998年か

らのデータセットと同じ集計範囲の1997年デー

タが得られない。
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おいて， ＝0， ＝0になり，式⑼よ

り，次の式が得られる。

＝ ＋ －

また，固定資産再評価が実施されていない

期間におけるスクラップ率を，スクラップ・

バリューと前期末の固定資産取得価値の比率

と定義すると，式 で計算できる。

＝ / ＝ ＋ － /

次に，固定資産再評価が行われた1993

年－1997年の と を推計した。

まず， を推計した。1990年代初頭な

らびに1990年代末において，固定資産再評

価が小規模に実施された可能性があるので，

1991年と1992年の平均値，それに1999年

と2000年の平均値をもちいて，1993年と

1997年の間の を線形補間によって計算

した 。本来，固定資産が物価上昇を反映し

てプラスに再評価されれば，つまり，固定資

産評価増 がプラスであれば，このよう

に求められた1993－1997年の は，式

で算出された より大きいはずである。し

かし，現にとりわけ1993年において，後者

のほうが大きい業種・年次も多い。資産再評

価試行段階において，各業種の間に，実施規

模の差が現れている。そこで，推計値が式

の計算値より小さい場合，推計値を利用せず，

後者をもちいる。つまり，その年次において

固定資産評価増が業種レベルでゼロであると

仮定した。

そして，このように推計した をもちい

て， ＝ × を算出した。

次に， を推計した。上記の手順で

を算出すると， が式⑼で計算で

きる。この をもちいて次のように

を推計した。

そもそも固定資産再評価の目的は，物価の

急激な上昇によって，過年度の固定資産が過

小評価された分を補うことである。したがっ

て，固定資産評価増 は評価される固定

資産の価格上昇分に相当する。 は同資

産が再評価によって増加した の累積減

価償却に相当し，基本的に固定資産の評価増

加率と同率で増加するとされている［国務院

清産核資領導小組1992；財政部1993a，

1993b，1995］。したがって， と

は，次の関係を有している。

＝∑ ×

＝∑ ×

ただし， ＝ μ＝τ,τ＋1, , －2

τ：再評価される固定資産の初年次。

：固定資産再評価の実施年次（1993－

1997）。

： 年に実施された固定資産再評価にお

ける評価増。

μ＝τ,τ＋1, , －2：固定資産再評価が

実施された年 において，μ年次の固定資

産に対する固定資産評価増。

μ＝τ,τ＋1, , －2：固定資産再評価が

実施された年の前年末 －1において，未

スクラップかつ未再評価のμ年次の 。た

だし，μ＝1984の場合， の代わりに，

をもちいる。

μ＝τ,τ＋1, , －2： に対応した

固定資産の累積減価償却。

μ＝τ,τ＋1, , －2：固定資産再評価増に

占める各年次の固定資産再評価増のシェア。

Holz（2006）は，算 出 し た 2003年 の sc を

2000－2003年の sc平均値と比較して，2003年

の scを大幅に下方調整した。そして，さらに

1992年の scをもちいて，線形補間によって

1992－2002年の scを推計した。
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各年次の が同じ確率γで再評価される

と仮定すると，

＝γ －1

すると，

γ＝ －1/∑ －1

μ＝τ,τ＋1, , －2： －1年を 1とし

た各年次の固定資産投資価格指数。

なお， の算出においては，1990年ま

ではそれぞれ工場建設面積単価と機械工業の

製品出荷価格指数を，1991年からは，基本

建設における建築投資価格指数と設備投資価

格指数を利用する。各鉱工業業種の固定資本

における建築・設備投資のシェアは，基本建

設・更新改造固定資本投資（2002年まで）

と都市部固定資本投資（2003年から）のそ

れぞれにおける両者のシェアをもちいる。

計算した と式 によって算出した

をもちいて， を計算した。

さらに式⑻をもちいて，各年次の固定資本

投資 を計算し，算出された を前述の建

築・設備投資シェアに按分して各年次の建築

投資と設備投資を算出した。

建築と設備投資の実質化に際して，

の算出と同様な価格指数を，1990年価格で

統一したうえでもちいた。

(5-2)ベンチマーク固定資本の推計

残っている課題は，ベンチマーク固定資本

の推計である。1985年鉱工業センサスにお

いて，業種別1985年末の企業建物建築面積，

ならびに業種別・年代別の取得価値ベース設

備保有量が公表されており，これが現在中国

鉱工業固定資産に関する唯一の詳しいセンサ

ス調査である。そのため，我々は1985年を

ベンチマークにした。

ベンチマーク固定資本を建築と設備に分け

て推計する。1985年末の建築面積が公表さ

れているが，建築年次別のデータが得られな

い。そこでこの1985年末データをもちいて，

主に基本建設投資の一部である建築投資の

データを利用し，過年次の建築投資を推計し

た。下記のような仮定をもちいた。⑴先行研

究同様，建物寿命を40年に設定し［黄ほか

2002］，その残存率を40％に設定した［李ほ

か1993：104-109］。⑵各年次における鉱工

業企業の建築面積分布は各年次における

（1985年価格）基本建設の建築投資と等しい。

⑶各業種の年次別建築面積分布は全鉱工業企

業の分布と等しい。このような仮定の下で，

各年次の建築面積を推計し，PIM（perpet-

ual inventory method，恒久棚卸法）をもち

いて1985年の実質建築面積を算出し，1985

年の工場単位面積建築費（299元/平米）を

乗じた数値を，1985年の建築資本ストック

とした。なお，PIM における減耗分布

（mortality distribution）は，黄 ほ か

（2002）同様，幾何分布（geometric distri-

bution）と仮定した。

設備については，1985年鉱工業センサス

から業種別・年代別の取得価値ベース設備保

有量を利用することができる。建築資本ス

トック推計同様，上記のデータから過年次の

設備投資を推計し，次の仮定の下で，PIM

をもちいて1985年設備ストックを推計する

手順をとっている。⑴先行研究同様，設備寿

命を16年に設定し［黄ほか2002］，その残

存率を17％に設定した［李ほか1993：104-

109］。⑵各年次における鉱工業企業の設備投

資分布は各年次における基本建設の設備投資

と等しい。⑶各業種の年次別設備投資分布は

全鉱工業企業の分布と等しい。建築のベンチ

マーク推計同様，PIM の減耗分布について，

幾何分布を仮定した。また，設備投資の実質

化には，機械工業の製品出荷価格指数を利用

した。
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このベンチマーク資本についても，各年次

の固定資本投資同様，1990年価格で統一し

た。

(5-3)固定資本の推計

上記のように求められたベンチマーク固定

資本と1986－1997年の固定資本投資をもち

いて，PIM で同期間の固定資本を推計した。

なお，ベンチマーク推計同様，建築と設備の

寿命はそれぞれ40年と16年に，同残存率は

40％と17％に設定した。PIM の減耗分布に

ついても，ベンチマーク推計と同様に，幾何

分布をもちいた。

1998年以降のデータセットにおいて，固

定資本推計は基本的に1985－1997年データ

セットと同様な推計手法をもちいた。ただし，

このデータセットのベンチマークとしての

1998年の固定資本は，1997年の固定資本と

固定資産原価の比率をもちいてを算出した。

上記の手法で，我々は1985－1997年，さ

らには1998－2006年のそれぞれの期間にお

ける中国鉱工業企業の1990年価格固定資本

を推計した。

お わ り に

中国の鉱工業業種別統計資料を利用した場

合，統計制度の変化による統計概念の非連続

性，集計範囲の変化ならびに公表データの制

約が大きい。我々は，可能な限り統計資料を

収集し，上記の諸問題に細心の注意を払い，

独自の鉱工業企業集計データセットを構築し

た。とりわけ，業種統一の方法を明示し，な

るべく長い期間にわたるデータセットの構築

に努めた。また，総生産額と労働投入の概念

統一はもとより，投入産出表を実質化して利

用することによって，純生産額を増加額に換

算し，その上で，中間投入を推計することが

できた。さらに，先行研究において鋭く指摘

された固定資産再評価がもたらした問題につ

いて，その対応方法を示し，固定資本を試算

した。

ところで，我々は中国鉱工業業種別データ

セットの構築を試みたが，多くの課題を抱え

ている。その１つは，統計資料の入手問題で

ある。内部統計資料を入手できないため，本

来不要のはずの推計を余儀なくされた。もう

１つは，業種別分析に所有制というベクトル

を加えた場合，所有制分類の不連続性にどう

対処するかの問題である［徐2009］。もっと

も，国有鉱工業企業の業種別公表資料をみる

と，1990年代初頭までの間，一部の業種の

データが欠落している。つまり，データの不

足がさらに深刻になる。このような問題にど

う対処し，業種別・所有制別鉱工業データ

セットをどのように構築かは，我々の今後の

課題である。
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